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市民協働部保険医療課



概要 ＜歳入歳出予算額＞

　 歳  入 （単位：千円）

８年度予算額 ７年度予算額 比較

1 国民健康保険税 675,700 681,652 △ 5,952

2 一部負担金 2 2 0

3 使用料及び手数料 125 200 △ 75

4 国庫支出金 11,239 0 11,239

5 県支出金 2,799,895 2,836,653 △ 36,758

9 財産収入 535 60 475

10 繰入金 341,768 376,933 △ 35,165

11 繰越金 1 1 0

12 諸収入 23,661 21,954 1,707

3,852,926 3,917,455 △ 64,529

歳　出

８年度予算額 ７年度予算額 比較

1 総務費 106,557 125,404 △ 18,847

2 保険給付費 2,699,942 2,734,102 △ 34,160

3 国民健康保険事業費納付金 989,015 1,002,339 △ 13,324

6 保健事業費 36,001 36,883 △ 882

7 基金積立金 535 60 475

8 公債費 825 300 525

9 諸支出金 19,051 17,367 1,684

14 予備費 1,000 1,000 0

3,852,926 3,917,455 △ 64,529

令和８年度事業と予算概要

款

歳入合計

款

歳出合計

　本市の国民健康保険加入状況は、4,246世帯、6,160人
（いずれも令和８年１月末現在）、加入率は15.8％（昨年同期16.1％）
で、被保険者数は減少傾向にあります。
　また、65歳以上の被保険者数は2,904人で（昨年同期2,973人）、全被保
険者の47.1％（昨年同期46.9％）を占め、被保険者の高齢化は依然として
高い水準となっています。
　運営については、平成30年度から制度改正により、県が国民健康保険の
財政運営の主体を担うことになりました。
　本市の国民健康保険の財政運営は被保険者数が減少する一方、１人当た
りの医療費の増加などから、年々厳しい状況が続いています。
　市では、県内の保険料水準の統一に向け、令和３年度以降、県から提示
される標準保険料率に合わせて国民健康保険税の税率改正を行っていま
す。令和８年度も引き続き県が提示する標準保険料率に改正します。
　保健事業については、特定健診節目年齢受診者の基本健診受診料の無料
化、かかりつけ医が保有している検査データを活用した簡易受診及び人間
ドック受診費用の一部助成等を引き続き実施し、特定健診受診率の向上を
図ります。
　また、疾病の早期発見及び早期治療のため、まちぐるみ総合健診でがん
検診をセットで受診できるようにしています。さらに、４０歳以上の被保
険者に対し胃がん及び大腸がん（集団検診）にかかる受診者負担金を引き
続き無料にします。
　さらに、ジェネリック医薬品の啓発及び糖尿病性腎症重症化予防事業を
実施し、さらなる健康増進と医療費適正化を図ります。
　これらの事業運営に要する令和８年度の予算総額は、3,852,926千円で前
年度と比べ64,529千円（1.6％）減額しています。
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款 項 目 節

8 1 1
医療給付費分現年課
税分

405,200 417,000 △ 11,800 医療給付費分　431,098千円×94.01％ 405,200

後期高齢者支援金分
現年課税分

167,500 172,500 △ 5,000 後期高齢者支援金分
　　　　　　　178,265千円×94.01％

167,500

介護納付金分現年課
税分

55,500 58,600 △ 3,100 介護納付金分
　　　　　　　 59,077千円×94.01％

55,500

子ども・子育て支援
納付金分現年課税分

16,100 0 16,100 子ども・子育て支援納付金分
　　　　　　 　17,149千円×94.01％

16,100

医療給付費分滞納繰
越分

20,000 21,600 △ 1,600 医療給付費分　119,571千円×16.75％ 20,000

後期高齢者支援金分
滞納繰越分

7,500 8,100 △ 600 後期高齢者支援金分
　　　　　　　 45,177千円×16.75％

7,500

介護納付金分滞納繰
越分

3,900 3,800 100 介護納付金分
　　　　　　　 23,779千円×16.75％

3,900

退職被保険者等国民
健康保険税

医療給付費分滞納繰
越分

0 30 △ 30

後期高齢者支援金分
滞納繰越分

0 12 △ 12

介護納付金分滞納繰
越分

0 10 △ 10

2 1
現年度分 1 1 0 現年度分 1

滞納繰越分 1 1 0 滞納繰越分 1

3 1
督促手数料 督促手数料 125 200 △ 75 督促手数料

　　　　　100円×1,250件
125

４ 2
子ども・子育て支援
事業費補助金

子ども・子育て支援
事業費補助金

11,239 0 11,239 子ども・子育て支援金制度対応分
　　　　10,217,500円×1.1×補助率10/10

11,239

（様式１）

（国民健康保険特別会計）

国民健康保険税の滞納繰越分に科目統合につき皆減

（市民協働部保険医療課）（単位：千円）
歳　入　予　算　説　明　書

科　　　　　　　　　目 本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較 予 算 見 積 概 要

国民健康保険税

一部負担金

予 算
説 明 書
ペ ー ジ

－2－



款 項 目 節

（様式１）

（国民健康保険特別会計） （市民協働部保険医療課）（単位：千円）
歳　入　予　算　説　明　書

科　　　　　　　　　目 本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較 予 算 見 積 概 要
予 算
説 明 書
ペ ー ジ

9 5 2
普通交付金 2,699,812 2,733,812 △ 34,000 普通交付金 2,699,812

特別交付金 100,083 102,841 △ 2,758 特別交付金 100,083

9 1
利子及び配当金 利子及び配当金 535 60 475 国民健康保険財政調整基金利子 535

10 1
一般会計繰入金 保険基盤安定繰入金

（保険税軽減分）
133,884 138,352 △ 4,468 保険基盤安定繰入金(保険税軽減分） 133,884

保険基盤安定繰入金
（保険者支援分）

74,845 76,326 △ 1,481 保険基盤安定繰入金(保険者支援分) 74,845

未就学児均等割保険
税繰入金

1,648 1,663 △ 15 未就学児均等割保険税繰入金 1,648

職員給与費等繰入金 90,668 97,337 △ 6,669 職員給与費等繰入金 90,668

産前産後保険税繰入
金

381 769 △ 388 産前産後保険税繰入金 381

出産育児一時金等
繰入金

0 10,000 △ 10,000

財政安定化支援事業
繰入金

11,655 11,575 80 財政安定化支援事業繰入金 11,655

その他一般会計繰入
金

20,881 33,988 △ 13,107 その他一般会計繰入金 20,881

2
財政調整基金繰入金 財政調整基金繰入金 7,806 6,923 883 財政調整基金繰入金 7,806

出産育児交付金制度の全面的導入により廃止

保険給付費等交付金
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款 項 目 節

（様式１）

（国民健康保険特別会計） （市民協働部保険医療課）（単位：千円）
歳　入　予　算　説　明　書

科　　　　　　　　　目 本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較 予 算 見 積 概 要
予 算
説 明 書
ペ ー ジ

10 11 1
その他繰越金 その他繰越金 1 1 0 前年度繰越金 1

12 1
延滞金 延滞金 7,000 7,000 0 税延滞金 7,000

退職被保険者等延滞
金

延滞金 0 100 △ 100 延滞金に科目統合につき皆減

過料 過料 1 1 0 過料 1

3
第三者納付金 第三者納付金 13,000 11,200 1,800 第三者行為（交通事故等）による納付金 13,000

返納金 返納金 2,100 2,100 0 資格喪失後受診等による返納金 2,100

雑入 雑入 1,560 1,553 7 特定健診等受診個人負担金及び指定公費 1,560
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款 項 目 事 業

11 1 1
一般管理費 一般管理事業 99,447 118,694 △ 19,247 国 庫

支 出 金

11,239 国民健康保険担当職員人件費
及び事務経費

80,512

そ の 他
83,558 国保システム改修業務委託料 18,935

一般財源
4,650

連合会負担金 連合会負担金事業 932 905 27
そ の 他

932 兵庫県国民健康保険団体連合
会負担金

932

11
～12 2

賦課徴収費 賦課徴収事業 5,945 5,574 371
そ の 他

5,945 国民健康保険税賦課徴収事務費 5,945

12 3
運営協議会費 運営協議会事業 233 231 2

そ の 他
233 国民健康保険運営協議会経費 233

2 1
2,300,000 2,330,000 △ 30,000

県支出金
2,300,000 医療費（保険者負担分） 2,300,000

療養費 療養費支給事業 21,000 21,000 0
県支出金

21,000 医療費
（補装具等の現金給付分）

21,000

審査支払手数料 審査支払委託事業 7,290 7,290 0
県支出金

7,200 兵庫県国民健康保険団体連合
会に対する審査支払手数料

一般財源
90 （補助対象分）

（市単独分）
7,200

90

2
高額療養費 高額療養費給付事

業
353,000 357,000 △ 4,000

県支出金
353,000 高額療養費 353,000

高額介護合算療養
費

高額介護合算療養
事業

350 350 0
県支出金

350 高額医療と高額介護の合算額
が限度額を超える場合に支給

350

0歳～就学前 　　8割負担
就学後～69歳　　7割負担
70歳～74歳　　　7割・8割負担

療養給付費 療養給付費給付事
業

（様式２）

比 較
本 年 度 予 算
財 源 内 訳

前 年 度
予 算 額

歳　出　予　算　説　明　書
（国民健康保険特別会計）
予 算
説 明 書
ペ ー ジ

科　　　　　　　　　目 本 年 度
予 算 額

（市民協働部保険医療課）（単位：千円）

予 算 見 積 概 要
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款 項 目 事 業

（様式２）

比 較
本 年 度 予 算
財 源 内 訳

前 年 度
予 算 額

歳　出　予　算　説　明　書
（国民健康保険特別会計）
予 算
説 明 書
ペ ー ジ

科　　　　　　　　　目 本 年 度
予 算 額

（市民協働部保険医療課）（単位：千円）

予 算 見 積 概 要

13 3
移送費 移送費給付事業 5 5 0

県支出金
5 移送費 5

2 4

出産育児一時金 出産育児一時金給
付事業

15,007 15,007 0

県支出金

15,007 出産育児一時金
　　　500,000円×30件
医療費審査委託料
　　 　　 210円×30件

15,007

5
葬祭費 葬祭費給付事業 3,250 3,250 0

県支出金
3,250 葬祭費

　　 　50,000円×65件
3,250

6
結核医療付加金 結核医療付加金給

付事業
40 100 △ 60

一般財源
40 結核医療付加金 40

7
傷病手当金 傷病手当金給付事

業
0 100 △ 100

13
～

3 1
659,298 685,922 △ 26,624

県支出金
60,099 医療給付費納付金 659,298

14
そ の 他

155,965

一般財源
443,234

14 2
230,135 235,937 △ 5,802

県支出金
17,999 230,135

そ の 他
54,442

一般財源
157,694

3
78,474 80,480 △ 2,006

県支出金
9,118 78,474

そ の 他
18,564

一般財源
50,792

後期高齢者支援金等納付金

介護納付金介護納付金分 介護納付金納付事
業

医療給付費分 医療給付費納付事
業

後期高齢者支援金
等分

後期高齢者支援金
等納付事業

新型コロナウイルス感染症に感染した被保険
者に係る傷病手当金の事業終了に伴い皆減
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款 項 目 事 業

（様式２）

比 較
本 年 度 予 算
財 源 内 訳

前 年 度
予 算 額

歳　出　予　算　説　明　書
（国民健康保険特別会計）
予 算
説 明 書
ペ ー ジ

科　　　　　　　　　目 本 年 度
予 算 額

（市民協働部保険医療課）（単位：千円）

予 算 見 積 概 要

14 3 4
21,108 0 21,108

県支出金
1,902 子ども・子育て支援納付金 21,108

そ の 他
4,992

一般財源
14,214

6 1
22,950 22,889 61

県支出金
8,491 特定健診・特定保健指導に係

る経費
22,950

そ の 他
4,044

一般財源
10,415

15 2
保健衛生普及費 7,942 8,874 △ 932

県支出金
2,027 医療費通知（年6回）

後発医薬品差額通知（年3回）
7,942

そ の 他

5,915

5,109 5,120 △ 11
県支出金

447 5,109

そ の 他
932

一般財源
3,730

7 1
財政調整基金積立
金

財政調整基金積立
金

535 60 475
そ の 他

535 国民健康保険財政調整基金積
立金

535

8 1
利子 利子償還事業 825 300 525

一般財源
825 一時借入金利子 825

人間ドック受診事
業

人間ドック受診費用助成金及
び事務経費

子ども・子育て支
援納付金納付事業

対象者：40歳～74歳
　　　（75歳未満）の国保被保険者

がん検診委託料
　(胃がん・大腸がん)
糖尿病性腎症重症化予防事業委託料
重複頻回・多剤投薬抽出確認業務委託料

特定健康診査等事
業費

特定健康診査等事
業

医療費適正化

子ども・子育て支
援納付金分
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款 項 目 事 業

（様式２）

比 較
本 年 度 予 算
財 源 内 訳

前 年 度
予 算 額

歳　出　予　算　説　明　書
（国民健康保険特別会計）
予 算
説 明 書
ペ ー ジ

科　　　　　　　　　目 本 年 度
予 算 額

（市民協働部保険医療課）（単位：千円）

予 算 見 積 概 要

15 9 1
保険税還付金 保険税還付事業 3,750 3,750 0

一般財源
3,750 保険税過誤納付による還付金 3,750

退職被保険者等保
険税還付金

退職被保険者等保
険税還付事業

0 100 △ 100

16
償還金 償還事業 1 1 0

一般財源
1 償還金 1

還付加算金 還付加算事業 200 200 0
一般財源

200 還付加算金 200

退職被保険者等還
付加算金

退職被保険者等還
付加算事業

0 15 △ 15

保険給付費等交付
金償還金

保険給付費等交付
金償還事業

15,100 13,301 1,799
そ の 他

15,100 保険給付費等交付金償還金 15,100

14 1
予備費 予備費 1,000 1,000 0

一般財源
1,000 予備費 1,000

保険税還付金に科目統合につき皆減

還付加算金に科目統合につき皆減
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